
安全神話を復活させるな 

 

 8月 3日レポートでも伝えたように、福島第一原発事故に伴う避難者の叫びをよそに、 

九州電力は 11 日にも鹿児島県の川内原発を再稼働する。この 11 日は福島の事故から、

4 年 5 ヵ月目にあたる。国内の原発はすべて停止しているが、この酷暑のなかでも電力

不足の声は聞こえてこない。原発運転は約 2 年ぶりとなり、安倍政権はここでも民意を

無視して再稼働へと突っ走ろうとしている。 

まず表題の朝日新聞 8 月 3 日社説から、川内原

発の再稼働をめぐる問題点を見ていこう。 

再稼動にからむ動きを振り返ると、責任の所在

のあいまいさが浮き彫りになる。東京電力福島第

一原発で起きた事故の教訓も置き去りにして、新たな安全神話さえ生まれようとしてい

る。安倍政権は、川内原発を皮切りに、なし崩しに原発を主軸に戻そうとしている。こ

うした動きは到底、容認できない。 

原子力規制委員会の田中俊一委員長は「新しい規制基準に適合しても事故は起きうる」

「再稼動の是非について規制委は判断しない」と繰り返している。技術的観点から点検

し、原発の事故リスクを一定以下にするのが規制委の任務で、原発の推進や縮小に言及

することはしないという立場だ。 

 一方、安倍首相は「規制委が安全といった原発は、着実に再稼動する」と、再稼動の

判断を事実上、規制委の基準適合審査に丸投げしている。しかも、基準適合を「安全」

にすり替えて、規制委が安全を保障したかのように印象づける。これでは安全神話であ

る。立地自治体の立場は、電力会社への「同意」である。 

国民の過半は再稼動に反対している。それなのに、誰が決めているのか分からないま

ま、原発はやはり必要だと再稼動が決まってしまう。この進め方では、信頼しようがな

い。なぜ、この再稼動が必要なのか、原発が抱えるリスクとともに国民に語り、議論し

たうえで、首相が 終判断を示す。例えば、そんな手続きがほしい。あれほどの事故に

もかかわらず、粛々と再稼動に進むのは民主主義社会にはそぐわない。 

 

 毎日新聞 8 月 7 日夕刊の特集ワイドも「忘災」の原発列島で、「本当に再稼働でいい

のか」と問いかける。これだけある原発の課題として 18 項目が表示されている。 

・大前提      国民の理解  責任の所在 

・福島事故関連   事故原因  廃炉作業  汚染水  出荷制限  避難者 

          指定廃棄物  事故の責任 



・再稼働関連    新規制基準  自治体の同意  住民避難  損害賠償 

          核燃料サイクル  使用済み核燃料  終処分場 

          老朽原発廃炉  その他（テロ対策、火山対策、活断層対策----） 

 

                                                       (2015 年 8 月 10 日) 


